
令和５年度学校経営報告 

東京都立昭和高等学校長  安部 卓郎   

 

令和５年度より都教委から「進学指導推進校」の指定を受け、今年度も自己実現と社会貢献の「二

兎を追い、二兎を得る。」を教育目標の標語として、以下の様々な教育活動を展開してきた。年度末

総括を行い、内部評価を行い、次年度に向けての課題を整理した。 

※内部評価は、Ａ：満足、Ｂ：概ね満足、Ｃ：不満足  ※( )の数値は前年実績 

教育活動の目標と方策 

内

部 

評

価 

成   果 
達成状況 

（目標及び実績） 
課 題 等 

（１）学習指導 ～ より高い学力を身に付けさせる教科指導の推進 ～【進学指導推進校、英語教育研究推進校】         

①  観点別評価の導入等、新教育課

程への円滑な移行に取組むとと

もに都立学校統合型校務支援シ

ステムの活用等、TOKYO スマ

ート・スクール・プロジェクトに

基づく学習指導の円滑な導入に

組織的に取組む。 

B 

 

観点別評価の導入等、新

教育課程への移行、都立

学校統合型校務支援シ

ステムの活用について

は着実な取組が見られ

た。TOKYO スマート・

スクール・プロジェクト

に基づく学習指導の導

入については部分的で

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜目標＞「CEFR 到達レベル 

１学年;Ａ2 ２学年；Ｂ1」 

○GTEC スコア 

１年 CEFR A2 レベル

（CANDO リスト他より) 

;３０５名（250） 

2 年 CEFR B1 レベル

（GTEC960 点以上) 

;５５名（31） 

観点別評価の導

入等、新教育課

程への移行、都

立学校統合型校

務支援システム

の活用、「スマス

ク端末」の活用

については、今

後も組織的に取

組む。 

今後も引き続き

「昭和高校学力

スタンダード」

組織的な学習指

導等に取組む。 

②  「昭和高校学力スタンダード」

による到達目標の明確化等、教

科及び分掌が連携した組織的な

学習指導(授業、定期考査)と学

習支援(学習課題、長期休業・

土曜日の講習補習、模試)を計

画的に行う。 

B 「昭和高校学力スタン

ダード」による到達目標

の明確化等、教科及び分

掌が連携した組織的な

学習指導(授業、定期考

査)と学習支援(学習課

題、長期休業・土曜日の

講習補習、模試)につい

ては計画的に行えた。 

③ 基礎・基本の学力の定着、応用力

の増進を図るため、授業時数を

確保し、授業規律を確立する。ま

た、英語教育研究推進校事業を

活用し、生徒の英語力の向上を

図る。各教科、学校行事・部活動

を通じて体力向上を図る。 

Ｂ 基礎・基本の学力の定

着、応用力の増進を図る

ため、授業時数を確保

し、授業規律を確立する

こと、英語教育研究推進

校事業を活用し、生徒の

英語力の向上を図るに

ついては、時差・短縮授

業の影響は否定できな

いが一定の成果を得た。

各教科、学校行事・部活

動を通じて体力向上を

図ることについてはコ

ロナ禍のため、限定的と

なった。 

高大連携改革に

対応した教育課

程の継続検討に

加え、CYOD

導入、学びの質

と量の補償に取

組むとともに、

効率的な教科指

導・校務処理に

向けた教員の

ICT 技術の向上

に取組む。 

④ より高い進路目標の設定が可能

な学力を身に付けるため、習熟

度別授業や少人数授業を積極的

に行う。また、成績優良者に対す

る講習や成績不振者に対する補

講を学期中に随時行う。 

B より高い進路目標の設

定が可能な学力を身に

付けるため、習熟度別授

業や少人数授業を積極

的に行うことができた。

成績優良者に対する講

習や成績不振者に対す

る補講も学期中に随時

行うことができた。 

学習時間の確保

と主体性・効率

性を高める部活

動の両立に取組

む。 



⑤ 生徒による授業評価・学校評価

の活用、相互授業見学、指名制に

よる授業研究、指導教諭の研究

授業への参加などにより、教科

会において組織的な授業改善に

よる授業力の向上に努め、「わか

る授業」を行う。生徒にわかる喜

びを感得させ、自ら学ぶ意欲や

姿勢を培う。 

B 生徒による授業評価・学

校評価の活用、相互授業

見学、指名制による授業

研究、指導教諭の研究授

業への参加については

コロナ禍の影響を受け

たが、組織的な授業改善

による「わかる授業」を

一定程度行うことがで

きた。 

＜目標＞学校評価アンケート

の肯定的評価 

｢教員は、教え方や教材を工夫

したわかる授業を行い、学力

を向上させている｣ 

生 徒 80％(90) 

保護者 62％(62) 

教 員 77％(78) 

「学習と部活動が両立できる

メリハリのある指導をしてい

る｣ 

生 徒 65％(79) 

保護者 68％(78) 

教 員 77％(78) 

「生徒は授業に対して、予習

復習などの自学自習時間を十

分確保できている」 

 生 徒 48％(54) 

 保護者 50％(48) 

教 員 53％(78) 

<目標>「教科内・外の相互授業

見学を年３回以上、教科会等

による授業研究の実施」約 6

割。○各学期デジタルサポー

ターと連携した研修を計画し

た。引き続き課題配信、オンデ

マンド配信、オンライン会議

等同時双方向利用等の取組が

定着し始めた。 

校内外の授業研

究等を活用し、

教員各自の授業

力向上に組織的

に取組む。 

⑥ 生徒の情報端末機器の活用と授

業規律を確保する。授業の充実

を図るとともに教員の授業力向

上を図り、学習指導要領の改訂

を視野に入れ、インプットを基

盤にアウトプットによるより深

く考え・表現させる等、生徒の能

動的な学修参加を促し、学習へ

の意欲・関心を高める。 

B 生徒の情報端末機器の

活用と授業規律を確保

すること、授業の充実を

図るとともに教員の授

業力向上を図ることは

概ね行うことができた。

より深く考え・表現させ

る等、生徒の能動的な学

修参加を促し、学習への

意欲・関心を高める取組

も向上した。 

 
今後も引き続き

生徒の主体的な

学習を組織的に

推進する。 

⑦ オンライン学習及び学習支援ク

ラウドサービスを活用して予

習・復習の重要性を理解させ、学

習課題（宿題や週末課題など）や

小テスト等の実施計画を作成

し、家庭学習時間を確保するた

めに、部活動との両立を図る指

導を行い、保護者にも理解を求

め、協力・連携を深める。 

B オンライン学習を活用

して学習課題や小テス

ト等の実施計画を作成

する意識が向上した。個

別学習時間確保のため

に、部活動との両立を図

る指導については今後

も取組む必要があった。 

＜目標＞「家庭学習時間 

1・2学年 ２時間、３学年 ３時間以上 

＜4 年度実績＞  

  １年 1.7 時間(2.0) 

  ２年 2.6 時間(2.3)  

  ３年 2.4 時間(2.5) 

DX 活用も視野

に入れ生徒の主

体性を育成しつ

つ、学校行事・部

活動等と学習を

両立させる姿勢

を定着させる。 

⑧ 長期休業期間の夏季、冬季、土曜

日講習、補習等を教科及び学年

が組織的、計画的に取組み、生徒

の学力向上を図る。 

B 長期休業期間の夏季、冬

季、土曜日講習、補習等

を教科及び学年が組織

的、計画的に取組んだ。 

＜目標＞「夏季・冬季 110 講座」 

９１講座(110) 

  夏期 69 講座（78） 

冬期 15 講座（16） 

春期 7 講座（16） 

＊新規事業である校内予備校

10 講座別途実施 

各教科の講習補

習を進路指導部

が調整し計画的

に実施する。 

⑨ 図書運営委員会を中心に推薦図

書・課題図書の選定を行い、貸出

率を向上させ、読書活動を推進

するとともに、ビブリオバトル

等を活用して生徒の言語活動を

充実させる。 

B 国語、社会、英語等の授

業において読書を奨励

し、保健授業、探究学習

の図書館を有効に活用

した。自習に活用する生

徒も一定数いた。 

＜目標＞「1・2学年 読書未読率

20%以下図書貸出率45％以上」 

〇1・2 年生未読率 

41.0％(40.7) 

〇図書貸出率 

55.6%(53.7) 

教科との連携を

継続して、読書

活動を推進する

取組及び図書館

の施設使用及び

運営体制を継続

的に改善する。 



（２）キャリア教育（進路指導） ～ 3 年間を見通した進学指導を推進し、より高い進路目標を実現 ～ 

①  進路指導部が作成した３年間を

見通した指導計画に基づき、各

学年と連携・協力して１・２年次

の「総合的な探究の時間」の指導

計画及び体制を構築して、主体

的に他者と協働して「探究課題」

に取り組み進路意識の啓発と進

路実現に向けた研究活動を深め

る。 

A 

 

都内近郊国公立大学訪

問、オンライン地方国公

立大学説明会を実施し

た。出願指導検討会及び

個別面談では、最後まで

あきらめない指導を行

った。2 年生に対して 3

学期に講演会、卒業生合

格体験講演等を実施し、

意識醸成を図った。 

○国公立大学現役合格 

＜目標＞「50 名以上」  

    49 名 (41) 

 出願数 136 名(127) 

〇難関国公立大現役合格 1 名 

 一橋大１名東京工業大１名 

○早慶上理現役合格 

＜目標＞「30 名以上」 

38 名 (23) 

○ＧＭＡＲＣＨ現役合格 

＜目標＞「200 名以上」 

    213 名 (219) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

令和 5 年度から

進学指導推進校

指定を受け、国

公立大学進学へ

の意欲を強化す

る組織的指導を

推進し、3 年間

を見通した進路

行事や模試等を

再度検討する。 

②  進路指導部と学年の連携で、拡

大学年会で定期考査結果と模試

分析などによる学力到達度の共

有。生徒・保護者対象の進路相談

やキャリアガイダンスの実施。

進路指導ソフトコンパスを面談

に活用し、生徒との二者面談お

よび全保護者との面談を実施す

る。入学時より生徒・保護者とも

ども進路意識を啓発し、安易な

進路選択に流れず、より高い目

標に挑戦する意識意欲を高め

る。生徒・保護者ともども進路意

識を啓発し、安易な進路選択に

流れず、より高い目標に挑戦す

る意識意欲を高める。 

B 大学や関係機関などと

連携してオンライン形

態や校内放映形式で充

実したガイダンスを行

い、全学年で、保護者面

談期間を設定した。その

結果、学習進路だけでな

く生徒特性や教育相談

機能を高め、いじめや中

途退学不登校などへの

組織的な対応と情報共

有が推進した。 

保護者面談の意

図的計画的な実

施を継続する。 

1・2 年次から苦

手科目を作らせ

ない計画的な学

習習慣を定着さ

せる。 

 

③  年度当初に「進路の手引き」を発

行するとともに、「進路情報コー

ナー」の資料を充実させ、白馬ラ

ウンジや進路相談室(面談スペ

ース等)の施設設備等を更に有

効な利用方法を検討し、環境整

備を推進する。夏季休業日に地

方国公立大学合同説明会を実施

し、生徒、保護者の意識啓発と高

大連携に取組む。 

B 「進路の手引き」に国公

立大の情報量を増やし、

生徒の視野視点を拡大

した。進路情報コーナー

の充実を図り、個別面談

と資料活用が充実した。 

教員用進路指導

の資料等による

組織的な進路指

導を推進すると

ともに、「赤本」

等の進学資料を

計画的に整備す

る。 

④  「大学入学共通テスト」等の高

大接続システム改革の趣旨を踏

まえ、新入試対策として、大学入

学者選抜に係る新たな方式やル

ールの共通理解を図り、進路指

導部を中心に教科・学年と連携

して組織的に準備に取り組み、

新入試の指導体制を構築する。 

B ３学年は模試データを

活用した出願検討会で

の共通理解が進路結果

につながり、これをふま

えた学年集会により、生

徒のモチベーションを

上げた。模試分析会を学

年、教科ごと実施した。 

○大学入学共通テスト出願者 

＜目標＞「１００％(315 名)」 

     95.9％(96.8) 

＜目標＞ 

「大学入学共通テスト各教

科・科目８割以上の得点率の

割合」 

＜5 年実績＞ 

１８％(18) 

＜目標＞ 

「全国模試３教科偏差値55

以上」 

*河合塾全統模試を新規実施 

〇1年；６８名＜英数国型＞ 

〇2年；３６名＜Ⅱ型＞ 

教科全体で模試

分析を活用した

授業改善に取組

む。1・２学年の

自学習時間の増

加を図る。 

⑤  １・２学年は各学期１回、３学年

は一学期までに全国模試を全員

に受験させる。学年及び科目担

当者が模試の結果分析を行なう

とともに、特に、3 学年では生

徒一人ひとりの進路希望や模試

等の学力を追跡、分析、整理し、

出願検討会及び出願個別面談指

導を行う。 

B 1・2 学年は 7・1１・

１月の各学期 1 回、3 学

年は 11 回全国模試を

実施し、学力及び進路意

識の向上を組織的に推

進した。9・12 月模試

結果分析会・教科会を活

用し、組織的な事後指導

を図った。 

引続き、模擬試

験結果の活用を

教科担当者で共

有するだけでな

く、次年度以降

を見通して教科

全体で活用する

体制構築に取組

む。 

⑥  大学入学共通テスト直前特別講

座「特講」を設定し、進路希望に

応じた組織的・計画的な学習指

導・進路指導を教科と連携して

実施する。 

B 通常授業を基本とした

共通テスト・2 次試験対

策を組織的に推進した。 

2 学期期末テス

ト以降も活用し

た大学入学共通

スト直前指導を

検討する。 



（３）生活指導  ～ 部活動等を奨励し、「自治・自律の精神」を身に付けさせる ～ 

①  学校行事、生徒会活動(災害活動

支援隊)や部活動、ボランティア

活動などを積極的に進めるため

に、予算面、安全面、全教職員の

協働体制など環境面を充実させ

るとともに、体罰・いじめ等の未

然防止、多様性の理解に取り組

みにより、生徒の全人格的成長

を支援する。 

B 

 

学校行事・委員会活動・

部活動等はコロナ禍で

大幅に縮小された。感染

症予防を徹底し、部活動

でのクラスター発生件

数は 0 だった。生徒事

故、体罰いじめの未然防

止の指導を教育委員会

と連携し実施した。全教

職員で指導体制の共有

化が整理され具体化し

た。教員対象に SC と連

携して発達特性に関す

る研修を行った。特別支

援に関する理解を推進

した。 

○部活動参加率 

＜目標＞100％ 

 10１％ (104) 

○関東大会・全国大会出場部

活動の数＜目標＞「10 部」 

  ５部 

全国ダンス、少林寺拳法  

関東少林寺拳法、ソフトテニ

ス、山岳 

○7２期生沖縄方面修学旅行

を 11 月に実施した。入学式

は感染症予防対策を講じた

が、卒業式はコロナ禍以前の

形態に準じて実施した。1 年

移動教室、部活動合宿等の宿

泊行事、海外語学研修も概ね

従前同様に実施した。 

感染症予防、健

康・安全の確保

及び学習との両

立 に 十 分 配 慮

し、健全育成を

推進する学校行

事、部活動等の

充実に取組む。 

組織的ないじめ

防止対策に継続

して取組む。 

②  生活指導部と学年が連携した遅

刻・身だしなみについて生徒が

理解を深める指導を組織的に行

い、遅刻の解消等、時間にけじめ

ある学校生活を送らせる。 

B 遅刻総数を生活指導部

が、授業再開に伴い増加

したが、学期ごとにデー

タ化し各学年の遅刻指

導に有効であった。 

○遅刻者数 

＜目標＞延べ 750 人 

   延べ 2809 人(1007) 

*コロナ禍収束に伴う増加 

⇒一人当たり年間３.０回 

 

〇東京都教育委員会児童・生

徒表彰において複数部活動に

よる近隣小学校学習支援チー

ムが顕彰された。 

〇夏季休業、本校同窓会６０

周年記念事業会場において、

吹奏楽部がコーラスデュオ

「花花」との共演等を実施し

た。 

データの分析と

生徒の主体性育

成に配慮した組

織的な指導に取

組む。 

③  適 適正な部活動を推奨し、学習と

の切換えによりメリハリをつけ

学校生活を有意義で楽しいもの

とし、豊かな人間性を育む。 

Ｂ コロナ禍においても、上

級大会への進出と文化

部が実績を上げた。学校

生活はオンライン学習

を含め安定していた。 

部活動の効率化

と学習時間の確

保等を両立する

指導を組織的に

取組む。 

④  学校行事・委員会活動等を活用

し｢自治・自律｣の精神を育成す

る。また海外語学研修を通し国

際理解の推進と学校全体の活性

化を図る。 

B 学校行事・委員会活動等

を活用し｢自治・自律｣の

精神を育成し、8 月海外

語学研修を通し国際理

解の推進と学校全体の

活性化を図った。 

身だしなみ等に

関する共通理解

に取組む。 

⑤  生活指導指針に基づく指導によ

りセーフティ教室や講演会を通

して、社会のルールやマナー(交

通安全、薬物、SNS ルール等)を

遵守する心を育成して規範意識

の向上を図る。 

B １・２年生に薬物乱用防

止教室を実施し、多くの

生徒の意識を高めた。 

 

自転車事故防止

及び CYOD ・

SNS 等に関連

した生徒の規範

意識醸成にも組

織的に取組む。 

（４）健康・保健指導  ～心身の健康管理 、環境衛生・美化～ 

①  心身の健康指導を充実させるた

めに、各学年及びスクールカウン

セラーと連携し、特別支援教育コ

ーディネーター(学年保健担当)

を中心として、いじめ、不登校中

途退学、心の健康等、障害理解等

を含めＹＳＷ他関係機関と連携

して組織的教育相談機能の充実

を図る。 

B 

 

学年から課題を発見

し、教育相談委員会、Ｓ

Ｃ・児童相談所と連携

し、教職員の全体の理

解も推進した。教育相

談委員会９回、管理職

を含む事例検討を適宜

実施した。 

○SC と連携した教育相談ケ

ース会議の設定が安定化し

た。 

○１、２学年拡大学年会を実

施して、生活学習面の情報共

有。 

〇年次ごとの学級編成の実施 

○感染防止対策のもとに代替

行事を実施するとともに、「マ

チコミ」配信を利用した保護

者への周知を随時実施した。 

〇慎重な対応が必要な案件で

は東京都教育委員会と連携し

迅速・丁寧な対応を実施した。 

発達障害等の障

害理解と課題の

ある生徒に対す

る総合的な指導

の在り方など、

Ｓ Ｃ 等 の 専 門

職、教育委員会

との連携を継続

して取組む。 

②  担任による生徒の個別面談、全保

護者との面談を通じて、生活面・

学習面・進路面で学校と家庭の連

携機能を充実させる。 

A 夏季休業に全学年で新

規に面談週間を設定

し、SNS を適宜活用し

て保護者との連携を図

った。 

引 続 き 生 徒 理

解、保護者との

連携強化に組織

的に取組む。 

③  １・２学年拡大学年会、校内研修

会等でカウンセラーと連携を図

り、生徒ケース等の情報を共有

し、教育相談機能の充実を図る。 

A 2 学期に拡大学年会を

開催し、学級担任・教科

担任間の連携を強化し

た。 

拡大学年会を活

用 し 適 正 な 支

援・教科指導等

に取組む。 



④  年次ごとの学級編成を導入し、多

くの教員と関わることで多種多

様な人間関係づくりと偏りのな

い教育活動に取り組む。 

A 各学年の学級担任が中

心となり、生徒の特性

に配慮したクラス編成

を組織的に実施した。 

効果的な学級編

成の在り方につ

いて継続的に検

討する。 

⑤  保健指導による感染症等防止対

策指導を徹底。美化委員会を中心

に清掃指導の徹底と安全・環境整

備による校内美化活動の充実を

図る。 

A 授業、委員会活動、生徒

会活動等を活用し、主

体的に感染症予防に取

組む指導を実践した。 

○厚生委員会による換気励行

放送、美化委員による環境美

化活動等が実施できた。 

授業、委員会指

導等を通して、

主体的な公衆衛

生・美化意識を

向上させる。 

⑥  体育祭・球技大会などの体育行事

を体育の授業と連携させるとと

もに、体力テスト及び生活・運動

習慣等調査の結果をもとに、体力

向上や生活習慣の改善など健康

づくりの取組みを推進する。 

B 感染症予防のため、体

育祭、球技大会は学年

別開催、短縮プログラ

ム等となった。45 分授

業となり体つくり運動

指導も制約を受けた。 

○1 年移動教室において登

山、フォークダンス、学年別の

球技大会を 3 年 11 月、1・

2 年 3 月に学年別に実施し

た。 

〇授業中に体力テストを実施

した。 

感染症予防の徹

底により安全確

保を前提に、工

夫をした指導に

取組む。 

（５）募集広報活動・地域交流等 ～ 学校情報を積極的に発信 ～ 

①  学校見学会、模擬授業、学校説

明会、生徒の訪問などを学校全

体として組織的、効果的に取り

組み、募集活動のさらなる充実

を図る。 

A 

 

感染防止対策のもと

に学校見学は５回実

施、説明会のオンライ

ン等活用し、募集活動

のさらなる充実を図

った。 

＜目標＞ 

「推薦選抜応募倍率 3.5倍 

学力検査最終倍率 2.0倍」 

*男女合同選抜の初年度 

〇中学校長会志望予定調査 

男女合同 1.7 倍(2.3 倍) 

本校ウェブサイ

トの組織的で円

滑な更新に取組

む。 

②  学校ウェブページの充実と組織

的な円滑な更新等による学校情

報発信の充実を図りながら、保

護者や地域の理解と協力を得

る。 

B 新入生アンケートを

実施し、経年比較など

の分析結果を募集対

策に活かした。 

〇推薦選抜・男女合同 

3.3 倍 3.4） 

〇学力最終・男女合同 

1.5 倍(1. 9 ) 

○夏の学校見学会、土曜日学

校公開、10・11 月の学校説

明会、１２月個別相談もコロ

ナ禍以前の形態で実施した。

説明動画配信等を進め、８月

に民間業者に活用した見学会

も実施した。 

○校長通信を拡充し、当初目

標 250 回のところ 218 回

（240）更新した。 

実効性に十分配

慮して中学校訪

問 や 学 校 説 明

会、学校見学会

などに取組む。 

③  感染症対策に適切に配慮しなが

ら、トライ＆チャレンジ等での

交流、近隣中学校への出前等体

験授業、土曜授業日授業公開 6

回、公開講座、施設開放等を積

極的に行い、地域に開かれ、温

かく見守られ理解される学校を

作る。 

A 

 

感染症予防のためト

ライ＆チャレンジは

中止し、部活動見学を

部分的に再開した。中

学校や私塾への広報

活動及び説明会は限

定的に実施した。 

（６）学校経営・組織体制 ～ 堅実かつ即応する柔軟な学校組織づくり・スマートスクールへの対応～  

①  研修活動の充実と日常業務の点

検によるコンプライアンスを推

進する。 

Ｂ 服務研修を継続的に

体罰等服務事故はな

い。 

○各学期において汚職防止・

服務事故防止研修会を実施し

た。  

○教科主任会と教科会の連携

促進、分掌連絡会の定例化、拡

大学年会等を実施した。  

継続して、服務

規律の厳守にあ

たる。 

② 職員室、教科準備室の整理整頓

の励行とルールの設定による環

境美化と情報セキュリィティの

強化を図る。 

B 水曜放課後を活用し、

校内研修、教科会、分

掌部会等の実施によ

る情報共有を図った。 

分掌と学年間の

連絡調整と組織

的な情報共有を

定着させる。 

②  教職員の共通理解を促進するた

め、企画調整会議を各分掌組織

間(部・学年会、教科主任会議、

教科会等)の連絡調整に活用し、

分掌連絡会の定例化による組織

体制の円滑で効果的な学校運営

を推進する。 

Ｂ 授業観察、産業医等に

よる環境確認等を活

用し、課題を確認する

ととともに、環境美化

に取組んだ。 

○年間２回の授業観察、毎学

期・労働安全委員会、毎月・産

業医訪問及び企画調整会議等

を活用し環境美化・情報セキ

ュリティ強化を実施した。  

学習環境、執務

環境の整備に継

続して取組む。 



④  教科主任会議等を活用して、学

習指導要領の改訂による新教育

課程検討、探究課題研究等、大

学入試改革による新方式やルー

ルに対応する進路指導の各方向

性並びに組織的な指導体制を構

築する。 

Ｂ 教科主任会議等を活

用して、学習指導要領

の改訂、「探究」研究

等、大学入試改革等に

ついて組織的な指導

に取組んだ。 

○適宜、管理職からのメール

配信し、企画調整会議、職員会

議、教科主任会議の資料はフ

ァイルサーバに格納した。 

○分掌・学年業務についても

ファイルサーバを活用した。 

引続き業務の効

率化・組織化に

むけた見直しを

継続する。 

⑤  学年だよりを全学年発行し、学

校情報の発信促進に努め、生徒

による授業評価、学校運営連絡

協議会のアンケート調査結果等

を活用して、学校の総合的な教

育力を高め安定化させるため

に、一丸となる学校運営の改善

を図る。 

B 全学年での学年だよ

り、進路、保健、図書

等の広報誌を発行し、

保護者・生徒向け情報

発信を行った。 

○学校評価アンケートはオン

ラインを活用したが、回収率

に改善の余地が見られた。 

＜学校に対する満足度＞ 

生 徒 65%(79) 

保護者 68%(78) 

教 員 77%(78) 

紙媒体広報誌各

種の定期的な発

行に加え、適宜

臨時発行等によ

り、適切で丁寧

な学校情報の発

信に取組む。 

⑥  災害対策及び情報セキュリティ

個人情報の組織的な進行管理を

徹底し、学校危機管理体制の充

実を図る。 

Ａ コロナ禍のため、防災

教育は限定的だった

が、管理体制に大きな

課題はなかった。 

 引続き学校機器

管理体制の見直

しを継続する。 

⑦  学校行事の意義、目的、実施内

容の検証や精選を進め、学校行

事の組織的なＰＤＣＡに取り組

み、質の高い教育課程を実施す

る。 

Ｂ 企画調整会議、校長面

接、職員会議等を活用

して年間を通して、適

宜注意喚起した。 

○入学式は感染症予防対策を

講じたものの、６月 1 年移動

教室、文化祭・体育祭、11 月・

2 年沖縄修学旅行、２月合唱

祭はコロナ禍以前の形態で実

施した。 

学校行事の意義

の検証を継続し

その精選を推進

する。 

⑧  閉庁日の設定、欠席遅刻連絡シ

ステム、電話自動応答装置及び

外部人材の活用、授業時間内や

放課後会議時間の確保などの会

議の効率化、男性職員育休取得

の推奨によるライフワークバラ

ンスを推進する。 

B 

 

 

閉庁日、「欠席システ

ム」、在宅勤務は通年

運用した。部活動指導

員、経営企画室への派

遣職員等を活用し、ラ

イフワークバランス

を推進した。 

○閉庁日は以下の 5 日間 

8 月１0 日（木） 

8 月１４日（月） 

8 月１５日（火） 

１２月２８日（木） 

１月 ４日（木） 

〇勤務時間の割振り変更、リ

モートワークを適宜行った。 

更なるライフワ

ークバランス推

進等に取組む。 

⑨  通年、教職員の意識啓発を図り、

服務規律の確保に取り組む。 

 

Ｃ 進路指導に関する意

思疎通に丁寧さに課

題がみられた。 

 オンライン出願

等の変更に組織

的に取組む。 

⑩  予算編成指針に基づく執行を行

うとともに、経営企画室との連

携を強化し、IT の有効活用及び

省エネとリサイクルに学校全体

で取り組む。 

B 年間を通して、適宜注

意喚起を行った。 

 次年度も同様の

取組を継続する 

 
※内部評価は、Ａ：満足、Ｂ：概ね満足、Ｃ：不満足  ※( )の数値は前年実績 

 


